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１．はじめに 

2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖

地震によって，東北地方をはじめ各地で大規模な

災害が起きた．その中で，浦安市など東京湾の沿

岸部を中心に生じた液状化による住宅被害は大き

な社会的問題となった．その原因のひとつには，

地盤の液状化の可能性に対する事前情報が決定的

に欠けていたことが挙げられる．確かに地方自治

体の多くが HP 等で，想定地震に対する液状化の

可能性について公表しているが，今後改善すべき

点がいくつかの点で残されているように思われる．

そのひとつが，地盤定数の不確実性の問題であり，

本研究の目的はその問題の解消にある． 

ただ，筆者が知る限り，わが国では，これまで

この問題に真正面から取り組んだ例は少ない．例

えば参考文献の 1)および 2)は，数少ない研究の成

果と言えるが，液状化の判定において地盤定数の

不確実性をモンテカルロシミュレーション法を用

いて地震応答解析を行うまでに至ってはいない． 

そこで，本研究では，地盤の地震応答解析にお

ける極めて重要なパラメータである G/G0～γ，ｈ

～γ 関係と土質定数を，モンテカルロシミュレー

ション法を用いて確率論的に評価して，そのこと

が液状化判定の結果に及ぼす影響を定量的に検討

することを主目的とした． 

２．地震による地盤の液状化判定 

 液状化の判定手法としては，道路橋示方書（耐

震設計編）3)に取り入れられている FL 値法と，岩

崎ら 4)により提案されている液状化指数 PL 値法

を基本としている．ただし，地震強さについては，

設計震度ではなく，広島県や広島市が地震被害想

定を行った際に用いたように，想定地震動に対す

る地震応答解析 5)を行い，地震時せん断応力を評

価している．また，N 値及び細粒分含有率の不確

実性についても考慮している. 

さて，紙面の関係で詳細には書けないが，地震

時における地盤の液状化抵抗率 FL は式(1)で与え

られ，FL が 1.0 を下回る場合には液状化の可能性

は高いと考えられる 3)． 

    FL = R/L                   (1) 

ここに，R は動的せん断強度比，L は地震時せ

ん断応力比である． 

 液状化指数 PL は，FL 値を深さ方向に重みをつ

けて数値積分した値であり，ある地点での液状化

の可能性を総合的に評価するための指標である．

具体的には式(2)で定義される． 

   𝑃𝐿 = ∫ 𝐹 ∗ (10 − 0.5𝑧)𝑑𝑧
20

0
                (2) 

F＝1 − FL（FL < 1.0） 

           F＝ 0  （FL > 1.0） 

ここに，z は地表面からの深さ(m)である． 

 次に，液状化の程度の判断については広島県，

広島市の地震被害想定を参考に， 

30.0 < 𝑃𝐿    ：液状化の程度が極めて大きい 

15.0 < 𝑃𝐿 ≤ 30.0 ：液状化の程度がかなり大きい 

5.0 < 𝑃𝐿 ≤ 15.0  ：液状化の程度が大きい 

0.0 < 𝑃𝐿 ≤ 5.0  ：液状化の程度は小さい 

PL = 0.0     ：液状化の程度はかなり小さい 

として考察を行っている． 

３．地盤の地震応答解析 

３．１ 地震の応答解析プログラム（FDEL）5) 

本プログラムは，地盤の動的変形特性であるせ

ん断剛性 G 及び減衰特性 h とひずみ γとの非線形

な関係を等価な線形関係に置き換える，いわゆる

等価線形化法をベースとした地震応答解析用プロ

グラムである． 

また，FDEL は重複反射理論を基にした全応力

解析である．なお，重複反射理論は水平の成層地

盤モデルに，せん断波が鉛直方向に伝播する一次

元モデルを理論的に解く方法であるため，極めて

簡便であり，また，地表で得られた強震記録から

その地盤構造を用いて基盤での入力地震動を推定

する逆解析も可能である． 

４．動的変形特性の確率論的モデルの設定 

 動的変形特性G/G0～γ，ｈ～γ関係の設定は今

津・福武の実験式(3)及び式(4)を用いた6)． 

      
𝐺

𝐺0
=

1

1+𝑎(𝛾)𝑏
                (3) 

          h = c(γ)𝑑                (4) 

式中の，G/G0は繰返しせん断剛性比，γはせん断

ひずみ，ｈ減衰定数である．表-1に，両式に含ま

れる係数a～dの統計量を示す． 

 



 

表-1 係数の統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここに，μは平均値，σは標準偏差である． 

 本研究では，表-1 の a 及び c を正規分布に従う

確率変数としてモンテカルロシミュレーションに

よって求め，式(3)及び(4)に従って G/G0～γと h

～γの関係を設定した． 

なお，a と c の発生個数は各々1000 個であるが，

その中から適当に 10，20，40，60，100 個を選

び，各ケースに対して等価線形解析を行っている． 

また，動的変形特性の整理として

Hardin-Drnevich モデル 7)（以下 H-D モデルと称

す）を採用している．H-D モデルを式(5)(6)に示

す．減衰定数は最小値を設定できる式(6)を用いた． 

  
𝐺

𝐺0
=

1

1+𝛾/𝛾𝛾 
           (5) 

h = (ℎ𝑚𝑎𝑥 − ℎ𝑚𝑖𝑛) (1 −
𝐺

𝐺0
) + ℎ𝑚𝑖𝑛     (6) 

式中の，𝛾𝛾は基準ひずみ，ℎ𝑚𝑎𝑥は最大減衰定数，

ℎ𝑚𝑖𝑛はひずみが小さいときの減衰定数である．  

図-1，図-2 に，シミュレーションにより作成し

た 60 ケースの G/G0～γ， h～γの関係を H-D モ

デルでフィッティングさせた砂の動的変形特性を

示す．また，図-3 は，シミュレーションを行い，

モデル化した 20 ケースの結果を今津・福武によ

る実験値と比較したものである．これを見る限り

では今津・福武による実験値のばらつきの範囲内

に，シミュレーションをした曲線がほぼ収まる結

果が得られたといえる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．土質定数の不確実性を考慮した動的せん断

強度比の確率論的評価 

動的せん断強度比Rは鉛直有効応力𝜎𝑣′，N値，平

均粒径𝐷50，細粒分含有率FCなどのパラメータによ

って決定されるが，これらの土質定数は空間的に

大きく変動する．そこで，本研究ではN値，細粒分

含有率に限ってではあるが，この2つの土質定数を，

確定的ではなく確率論的に評価した．評価方法と

して，表-2に示す岡山大学の西村らの研究による

提案式1)等を用いて，正規乱数を1000個発生させ，

モンテカルロシミュレーションを行った．表中のN

は標準貫入試験から得られるN値，FCは細粒分含

有率(%)，zは地表面からの深さ(m)である． 

表-2 土質パラメータの平均値と標準偏差 

 

 

 

 

 

シミュレーションの手順は以下の通りである． 

１．まず，log10𝑁で与えられたデータを lnN や

lnFC の平均値と標準偏差に換算する． 

２．y=lnN とおけば，y は正規確率密度関数に従

うことになるので，１．で得られた lnN や

lnFC の平均値と標準偏差を用いて y を数値

シミュレーションする． 

図-3 シミュレーションと実験値との比較 

 

図-2 砂の h～γ曲線（60 ケース） 

 

　 a b c d

μ +σ 1419 456.7

μ 729.7 338

μ -σ 375.4 250.1

μ +σ 381.3 56.97

μ 179.1 46.84

μ -σ 84.02 38.49

μ +σ 640 90.97

μ 392.8 75.36

μ -σ 241.3 62.38

砂礫 0.75 0.3

砂 0.89 0.47

粘性土 0.79 0.27

図-1 砂の G/G0～γ曲線（60 ケース） 

ケース） 

 



 

３．その結果を用いれば，確率量である N 及び

FC を求めることができる．なお，N の変動

係数𝜆𝑁については，１．の結果を利用して，

式(7)で計算できる． 

𝜎𝑌 = √𝑙𝑛 {1 + (
𝜎𝑁

𝜇𝑁
)

2

}        (7)  

ここに，𝜇𝑁は N の平均値，𝜎𝑁は N の標準偏差

である．また，𝜆𝑁=σ𝑁/μ𝑁が得られれば，式(8)よ

り N の平均値𝜇𝑁を算出できる． 

 𝜇𝑌 = 𝑙𝑛 (
𝜇𝑁

√1+𝜆𝑁
2
)         (8)  

以上が，N 値の変動係数を決めるための手順で

あり，FCに関しても同手法で変動係数を求めた．

結果として，N 値の変動係数は 0.609 となり，FC

の変動係数は 0.938 となった．この結果を活かし，

６．ケーススタディでは N 値及び FC の変動係数

をそれぞれ 0.6，0.9 とした． 

６．ケーススタディ 

６．１ 対象地盤モデル 

今回注目した箇所は，平成芸予地震の際に液状

化が発生した広島市の三菱重工グラウンド付近

（以下では単に三菱重工グラウンドと称する）と

原爆ドーム付近の 2 箇所である．ここでは，三菱

重工グラウンドのみを液状化ハザードの評価，検

討の対象とする． 

表-3に広島市消防局から提供していただいた地

盤データを示す．因みに地盤は，道路橋示方書の

分類法に従えればどちらもⅢ種地盤である． 

なお，地下水位については地表面まで地下水で

満たされているものと仮定した．また，FC につ

いては，道路橋示方書に掲載されている地質毎の

概略値を使用している． 

表-3 三菱重工グラウンド付近の地盤データ 

 地質 
深度

(m) 

単位体積

重量 

（gf/cm3） 

平均

N 値 

FC 

(％) 

せん断

波速度 

（m/s） 

1 盛土 1 1.60 5 40 133.5 

2 砂 3 1.60 5 10 123.4 

3 砂 13 1.70 10  10 173.6 

4 砂 28 1.55 5 10 151.1 

5 砂 33 1.75 10 10 216.9 

6 砂礫 43 2.00 50 0 431.4 

7 砂 46 1.80 30 0 312.8 

8 基盤  2.50 300 0 700.0 

６.２ 入力地震動の設定 

図-4は，平成13年3月24日の芸予地震（Mw6.8）

の際に広島市羽衣町で得られた時刻歴波形をK- 

NET8)よりダウンロードしたものである． 

最大加速度は 239.8gal である．また，計測震度

は 5.3 で，震度階は 5 強である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに，今回は平成芸予地震だけでなく，明治

38 年に起きた芸予地震（Mw7.25）も評価の対象

として用いることにしたが，当然ながら観測記録

は無いので，地震波形は上述のものを用いて，振

幅特性のみを翠川・大竹が提案した距離減衰式 9)

の手法を用いて推定した． 

その結果，増幅率は 1.92 倍となり，図-5 を明

治芸予地震における広島市の地震動と仮定した． 

最大加速度は 460.5gal である．また，計測震度

は 5.5 で，震度階は 5 強である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．解析結果 

等価線形化解析による 100回のシミュレーショ

ンを行い，N 値と細粒分含有率等によって決まる

動的せん断強度比の不確実性を考慮した場合とし

ない場合との各層の液状化確率と液状化の程度に

ついて述べる．なお，紙面の都合上，ここでは，

三菱重工グラウンドに対する結果のみについて述

べる． まず，入力地震動を平成芸予地震にした場

合の FL 値の頻度分布（ここでは紙面の都合で 2

層目のみを示す）は図-6 の通りである．なお，図

(a)が動的せん断強度比の不確実性を考慮しない

場合，図(b)が考慮した場合の各層毎の FL 値の頻

度分布図である．図より，動的せん断強度比の不

確実性を考慮した場合の方が，若干ではあるが，

データのばらつきが多くみられ，FL 値の数値が

高いことが分かる．このような頻度分布図を用い

て各層の液状化確率を示したのが表-4 である． 

図-4 入力地震動（平成芸予地震） 

の比較 

 

図-5 入力地震動（明治芸予地震：模擬波） 

の比較 

 



 

表より，2 層目と 4 層目は液状化の発生確率が

非常に高いことが分かる．なお，明治芸予地震に

ついては発表時に詳しく説明する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に図-7に着目地盤のPL値の頻度分布を示す． 

この図より，本地盤の液状化の程度とその発生確

率を評価することができる．表-5には30＜PLとな

る確率，すなわち液状化の程度が極めて高くなる

確率を示したものである．表より，例えば三菱重

工グラウンドの場合，平成芸予地震に対しては，N

値や細粒分含有率の不確実性を無視して，それら

の平均値を用いて評価した場合には，その確率が

ほぼ0であるのに対し，不確実性を考慮した場合に

は44％に達することが理解できる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5 PL値の解析結果 

 

８．結論 

 得られた主な結論を要約すると以下の通りで

ある． 

1. 今津・福武の研究成果で得られた地盤の動的

変形特性（G/G0～γ曲線，h～γ曲線）の統計

資料を基に，両曲線のシミュレーションを行

った結果，いずれも両研究者による実験結果

とほぼ一致し，その結果は FDEL による地震

応答解析に有効に活用できた． 

２．１．の成果を活用し，N 値や細粒分含有率，

さらにはせん断ひずみとせん断剛性や減衰定

数との関係における不確実性を考慮して等価

線形化解析（FDEL）を行い，想定地震によ

る想定地盤の応答特性のばらつきを定量的に

知ることができた．  

３．シミュレーション手法によって，三菱重工グ

ラウンドと原爆ドーム周辺の液状化指数の頻

度分布を求め，安芸灘断層を震源とする想定

地震（平成芸予地震及び想定明治芸予地震）

に対する両地盤の液状化確率と，液状化の程

度に対する確率論的検討を行うことができた． 
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平成芸予地震 明治芸予地震 
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工グラ
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(b) 39% 71% 38% 80% 64% 93% 71% 92% 

原爆 

ドーム 

(a) 52% 97% 85%   98% 98% 98%   

(b) 52% 84% 83%   80% 92% 89%   
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図-7 シミュレーションによる PL 値の頻度分布 

 

N と FC の不確実性を 

無視した場合 

N と FC の不確実性を 

考慮した場合 

(a) 

 

(b) 

図-6 シミュレーションによる FL 値の頻度分布 

（2 層目) 

 

の比較 

 

表-4 各層の液状化発生確率 

布 

 


